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(57)【要約】
【課題】ダイシング用治具の上に端材等が残る虞を回避
することができ、作業時間が短い発光装置の製造方法を
提供することができる。
【解決手段】複数の発光装置からなる集合体が、一方向
に少なくとも２つ以上配列される複数の集合体と、集合
体と隣接する集合体との間に配置される連結部とを備え
る集合基板を準備する工程と、集合基板の連結部が載置
される領域の摩擦係数が、集合体が載置される領域の摩
擦係数よりも小さい土台を準備する工程と、集合基板を
土台に載置し、集合基板を複数の集合体と連結部とに切
り離す工程と、集合体を切断して個片化する工程を備え
る発光装置の製造方法。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の発光装置からなる集合体が、一方向に少なくとも２つ以上配列される複数の集合
体と、前記集合体と隣接する集合体との間に配置される連結部と、を備える集合基板を準
備する工程と、
　前記集合基板の前記連結部が載置される領域の摩擦係数が、前記集合体が載置される領
域の摩擦係数よりも小さい土台を準備する工程と、
　前記集合基板を前記土台に載置し、前記集合基板を前記複数の集合体と前記連結部とに
切り離す工程と、
　前記集合体を切断して個片化する工程と、
　を備える発光装置の製造方法。
【請求項２】
　前記土台は、前記集合基板の前記連結部が載置される領域に難溶性粒子が形成されてい
る請求項１に記載の発光装置の製造方法。
【請求項３】
　前記集合基板を切り離す工程は、前記集合基板に切削剤及び／又はエアーをかけながら
行われる請求項１又は請求項２に記載の発光装置の製造方法。
【請求項４】
　前記難溶性粒子を形成する工程は、マスクを用いて行われる請求項２又は請求項３に記
載の発光装置の製造方法。
【請求項５】
　前記難溶性粒子を形成した後に、さらに前記マスク及び前記土台を洗浄する工程を備え
る請求項４に記載の発光装置の製造方法。
【請求項６】
前記複数の集合体を切り離す工程は、前記土台と、前記集合基板の下面の前記複数の集合
体に相当する領域とを吸着して行われる請求項１乃至請求項５のいずれか１項に記載の発
光装置の製造方法。
【請求項７】
　前記集合基板は、リードフレームと成形体とからなる樹脂成形体である請求項１乃至請
求項６のいずれか１項に記載の発光装置の製造方法。
【請求項８】
　前記難溶性粒子はタルクである請求項２乃至請求項７のいずれか１項に記載の発光装置
の製造方法。
【請求項９】
前記連結部は貫通孔を有する請求項１乃至請求項８のいずれか１項に記載の発光装置の製
造方法。
【請求項１０】
前記土台の前記集合基板が載置される領域は弾性部材からなる請求項１乃至請求項９のい
ずれか１項に記載の発光装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、発光装置の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の発光素子が搭載された集合基板を個片化し、複数の発光装置を得る製造方法が知
られている。このような集合基板は、複数の発光装置が連なる製品部と、製造工程の中で
端材と呼ばれる非製品部とを有する。特許文献１は、このような集合基板の一例である集
合基板を開示している。特許文献１のような集合基板を切断する際には、発生する端材や
コンタミが治具の上に残らないように、切削水を用いて端材等を流したり、若しくは端材
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等を吹き飛ばしながら切断工程が行われる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－３７１００号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、特許文献１のような集合基板においては、全ての端材等が流されることはなく
、例えば比較的大きな端材は治具上に残留することがある。このように残留した端材等は
、切断工程により切り離された個々の発光装置に付着したり、切断工程中に切削ブレード
と接触して切削ブレードを破損させるなどの不具合を生じさせる可能性がある。そのため
、治具上の端材等を取り除く工程が新たに必要となり、製造工程の増加や作業時間が増大
する虞がある。
【０００５】
　そこで本実施形態では、端材等を取り除く工程を必要としない発光装置の製造方法を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本実施形態の発光装置の製造方法は、複数の発光装置からなる集合体が、一方向に少な
くとも２つ以上配列される複数の集合体と、集合体と隣接する集合体との間に配置される
連結部とを備える集合基板を準備する工程と、集合基板の連結部が載置される領域の摩擦
係数が、集合体が載置される領域の摩擦係数よりも小さい土台を準備する工程と、集合基
板を土台に載置し、集合基板を複数の集合体と連結部とに切り離す工程と、集合体を切断
して個片化する工程を備える。
【発明の効果】
【０００７】
　本実施形態によれば、治具の上に端材等が残る虞を回避することができ、作業時間が短
い発光装置の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１Ａ】本実施形態のリードフレームを示す模式平面図である。
【図１Ｂ】図１Ａの破線で囲んだ部分を詳細に示した図である。
【図２Ａ】本実施形態の集合基板を示す模式平面図である。
【図２Ｂ】図２Ａの破線で囲んだ部分を詳細に示した図である。
【図３】本実施形態の土台とマスクを示す模式平面図である。
【図４】本実施形態の難溶性粒子が形成されている状態を示す模式平面図である。
【図５】本実施形態の土台の上に集合基板が載置される様子を示す模式斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本実施形態について図面を参照して説明する。ただし、以下に説明する実施形態
は、本開示の技術思想を具体化するためのものであり、本開示の技術的範囲を限定するこ
とを意図したものではない。１つの実施形態において説明する構成は、特段の断りがない
限り、他の実施形態にも適用可能である。以下の説明では、必要に応じて特定の方向や位
置を示す用語（例えば、「上」、「下」、「右」、「左」及びそれらの用語を含む別の用
語）を用いるが、それらの用語の使用は図面を参照した発明の理解を容易にするためであ
って、それらの用語の意味によって本開示の技術的範囲が制限されるものではない。
　各図面が示す部材の大きさや位置関係等は、説明を明確にするため、誇張していること
がある点も留意されたい。また、複数の図面に表れる同一符号の部分は同一の部分又は部
材を示す。
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【００１０】
　本開示に係る発光装置１００の製造方法は、集合基板１を準備する工程と、摩擦係数が
領域によって異なる土台５を準備する工程と、集合基板１を土台５に載置し、集合基板１
を複数の集合体２と連結部３とに切り離す工程と、集合体２を切断して個片化された発光
装置１００を得る工程とを備える。
　以下、図面を用いて各工程を詳細に説明する。
【００１１】
　（集合基板を準備する工程）
　図１Ａ～図２Ｂを参照して、集合基板１を準備する工程について説明する。ここでは、
集合基板１として、リードフレーム７と成形体８を構成要素とする樹脂成形体を例にとっ
て説明する。なお、集合基板１は樹脂成形体に限定されず、例えば、セラミックやガラス
等を主材料とする集合基板を用いることができる。また、ここでは集合基板を形成する工
程を示しているが、予め形成された集合基板を購入する等して、準備してもよい。
【００１２】
　まず、金属板をパンチングして、複数の発光装置が形成される領域Ｘ（後に集合体２と
なる領域）と、その領域Ｘ間を連結する連結部３（ハッチングを施した領域）とに区画さ
れたリードフレーム７を形成する。図１Ａはこのようなリードフレーム７を示す模式平面
図であり、図１Ｂは図１Ａの破線で囲まれた部分を詳細に示した図である。複数の発光装
置が形成される領域Ｘは、一方向に少なくとも２つ以上配列されており、図１Ａでは、当
該領域Ｘは４つ形成され、連結部３は３つ形成されている。図１Ａで示すように、本実施
形態の連結部３は貫通孔９を有する。連結部３に貫通孔９を設けることで、集合基板１が
反った場合であっても、集合基板１の反りの応力を連結部３で緩和することができる。連
結部３において貫通孔９が占める割合は、貫通孔９が無かった場合の連結部３の平面積の
３０％以上であることが好ましく、５０％以上であることがより好ましく、７０％以上で
あることがさらに好ましい。なお、貫通孔９を考慮しない場合の連結部３の形状は、図１
Ａで示すような長方形の形状だけでなく、その他の多角形、円形又はその組み合わせ等の
種々の形状を有することができる。また、貫通孔９を備えていない平板状の連結部３であ
ってもよい。リードフレーム７は、さらに複数の発光装置が形成される領域Ｘ及び連結部
３の外側であって、各部と連結して形成される枠体４を備えていてもよい。連結部３及び
枠体４は非製品部であるので、リードフレーム７から切断された後は端材となる。
　リードフレーム７はエッチングやプレス等の加工により表面に凹凸が設けられていても
よい。このような凹凸は、リードフレーム７と成形体８との密着強度を向上させる。また
、リードフレーム７の表面には、Ｎｉ、Ｐｄ、Ａｕ、Ａｇ等のメッキ層が施されるが、メ
ッキ層を形成する工程は成形体８を形成する前であってもよいし、成形体８を形成した後
でもよい。
【００１３】
　次に、凸部を有する上金型と下金型を備える金型を用いてリードフレーム７を挟み込む
。そして、金型内に成形体８をトランスファモールドしてリードフレーム７に成形体８を
形成する。この時、複数の発光装置が形成される領域Ｘにおいて、凸部に挟みこまれる領
域は発光装置１００の凹部に相当し、凸部に挟みこまれない領域は空隙となりこの空隙に
成形体８が形成される。図２Ａは、このように形成された集合基板を示す模式平面図であ
り、図２Ｂは図２Ａの破線で囲まれた部分を詳細に示した図である。成形体８を形成する
方法は、トランスファモールドに限られず、射出成形法や圧縮成形法等の種々の成形方法
を用いることが出来る。
【００１４】
　次に、複数の発光装置が形成される領域Ｘにおいて、樹脂成形体の複数の凹部に発光素
子１０が載置される。この時、発光素子１０はダイボンド材を用いて実装され、ワイヤに
よって発光素子１０の電極とリードフレーム７が電気的に接続される。ただし、発光素子
１０は半田等の導電性部材を介してフリップチップ実装されてもよい。
【００１５】
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　そして、発光素子１０を被覆するように凹部の中に透光性部材が形成される。透光性部
材の材料としては、例えば、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、不飽和ポリ
エステル樹脂またはこれらを１つ以上含む樹脂を用いることができる。また、透光性部材
には、酸化チタン、酸化ケイ素、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、酸化アルミニウム、窒化
アルミニウムなどの光散乱粒子や、発光素子１０からの発光の波長を変換する蛍光体等を
含有させてもよい。
【００１６】
　以上の工程により、複数の発光装置１００からなる集合体２が、一方向に少なくとも２
つ以上配列される複数の集合体２と、前記集合体２と隣接する集合体２との間に配置され
る連結部を備える集合基板１を準備することができる。
【００１７】
　（土台を準備する工程）
　次に、摩擦係数が領域によって異なる土台５を準備する工程を説明する。具体的には、
土台５として、集合基板１の連結部３が載置される領域の摩擦係数が、集合体２が載置さ
れる領域の摩擦係数よりも小さい土台５が用いられる。この時の土台５とは、ダイシング
装置において、被加工物が載置されダイシング工程が行われる作業台のことを指す。土台
５は、被加工物を固定するために真空吸着用の吸着孔が設けられていることが好ましい。
　図３～図４を参照して、マスクＭを用いて難溶性粒子６が形成された土台５を準備する
工程について、詳細に説明をする。
【００１８】
　まず、図３で示すようにダイシング装置の土台５の上面にダミーの集合基板Ｄを載置す
る。この時用いられるダミーの集合基板Ｄは、先の工程で得られた集合基板１の外形と略
同じ外形を有する集合基板が用いられる。例えば、ダミーの集合基板Ｄとして、先の工程
で不良となった集合基板１を用いることができる。
　この時の土台５とは、ダイシング装置を構成する一部位であり、集合基板１を載置する
台のことを指す。土台５の表面には、土台５と集合基板１とを真空吸着させるための多数
の吸着孔が設けられている。土台５の集合基板１が載置される表面は、弾性部材からなる
ことが好ましく、例えば、シリコーン樹脂組成物、変性シリコーン樹脂組成物、エポキシ
樹脂組成物、変性エポキシ樹脂組成物、フッ素樹脂組成物等の材料で形成される。
【００１９】
　次に、ダミーの集合基板Ｄを土台５に真空吸着してダミーの集合基板Ｄを固定する。こ
の時、ダミーの集合基板Ｄの連結部３に相当する部位は土台５と吸着されない、もしくは
集合体２に相当する部位の吸着力よりも弱い吸着力で土台５と吸着される。また、ダミー
の集合基板Ｄと土台５は、切断されるダミーの集合基板Ｄの切断予定線とダイシング装置
のブレードとが平行になるように配置される。
【００２０】
　そして、ダミーの集合基板Ｄの連結部３及び枠体４に相当する部位（図３の斜線部分）
は、ダイシング装置のブレードによる切断によってダミーの集合基板Ｄから切り離される
。この時の切断工程は、通常のダイシング装置による切断工程と同じ手順で切断される。
また、土台５及びダミーの集合基板Ｄの切断箇所に切削剤をかけながら切断が行われる。
切削剤は、切削する領域を潤滑又は冷却することにより工具の摩耗を抑制することや、ダ
イシング装置の土台５から端材を洗い流し、端材が土台５の上に堆積することによる切削
不良の発生を抑えるために用いられる。切削剤としては、水等の水溶性の切削水や油性の
切削油を用いることができる。また、切削剤の代わりにエアーを噴射させながらダイシン
グ装置による切断が行われてもよいし、切削剤とエアーを同時にかけながら切断が行われ
てもよい。切削剤とエアーを同時に用いることで、端材等を浮かせやすくなり洗浄力が向
上する。
　このように、切削剤をかけながら切断が行われることで、ダミーの集合基板Ｄの集合体
２に相当する部位は真空吸着によって土台５の上に残るが、連結部３に相当する部位は切
削剤によって土台５の上から取り除かれる。なお、切削剤により連結部３が除去出来ない
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場合は、複数回の切削剤による除去作業やピンセット等で除去を行う。この結果、土台５
の上面において、難溶性粒子６を形成する粒子形成領域のみを露出するマスクＭを得るこ
とができる。
【００２１】
　次に、図４で示すように、先の工程で露出した粒子形成領域に難溶性粒子６を形成する
。この時の「難溶性粒子」とは、水等の切削剤によって溶けにくい性質を持つ粒子のこと
を指す。したがって切削剤に完全に溶解しなければよく、粒子の一部が切削剤に溶解する
場合も含む。難溶性粒子６は、その上に載置された連結部３を切削剤等により除去しやす
くするものであり、言い換えると、土台５と連結部３との粘着力を緩和させるものである
。したがって、集合基板１の連結部３が載置される領域の摩擦係数は、集合体２が載置さ
れる領域の摩擦係数よりも小さくなる。
　この時、難溶性粒子６は例えばモース硬度１～２の硬度を有する粒子を用いることが好
ましい。このように軟らかい粒子を用いることで、粒子形成領域に形成された難溶性粒子
６の表面に凹凸ができることを抑制することができ、難溶性粒子６を均一に形成すること
ができる。また、難溶性粒子６は平均粒径が１～５０μｍ程度の粒子を用いることが好ま
しい。難溶性粒子６として粒径が小さい粒子を用いることで、弾性体からなる土台５に馴
染みやすくなるので好ましい。
　難溶性粒子６としては、例えば、タルクを用いることができる。
【００２２】
　粒子形成領域に難溶性粒子６を形成する方法としては、スクリーン印刷、ポッティング
、トランスファモールド、コンプレッションモールド等の公知の方法により形成すること
ができる。また、難溶性粒子６は、粒子形成領域の幅よりも小さい幅を有する綿棒等の治
具を用いて形成してもよい。このように綿棒等の治具を用いることで、難溶性粒子６が形
成されにくい角部等の部位に確実に難溶性粒子６を形成することができる。
【００２３】
　難溶性粒子６を形成した後に、土台５及びマスクＭは水等の切削剤で洗浄する工程を行
ってもよい。これにより、粒子形成領域に形成された難溶性粒子６の塗布分布を均一にさ
せることができるとともに、粒子形成領域以外の領域に付着した粒子を洗い流すことがで
きる。
【００２４】
　ここまで、難溶性粒子６を形成する工程は、ダミー基板Ｄを用いて土台５に難溶性粒子
６を形成する方法を説明してきた。しかし、これに限らず、土台５上に集合体２の形状や
大きさに応じたマスクＭを複数個配置して、難溶性粒子６を形成してもよい。これにより
、ダミー基板Ｄを準備し不要な部位を切断する等の複雑な工程を要する必要が無いので、
簡易にマスクＭを配置することができる。
　また、難溶性粒子６は最初から土台５に形成されていてもよい。つまり、土台５の表面
に難溶性粒子６が最初から埋め込まれ、又は貼付されていてもよい。このようにすること
で、マスクＭ等を用いる工程を省略することができるので、簡易な製造方法とすることが
できる。
【００２５】
　また、土台５の別の形態として、集合体２が載置される領域にブラスト処理を施した土
台５を用いてもよい。このように土台５の表面にブラスト処理を施すことで、ブラスト処
理が施された表面が粗面化し、その表面の摩擦係数が増大する。これにより、連結部３が
載置される領域の摩擦係数を、集合体２が載置される領域の摩擦係数よりも小さくするこ
とができる。
【００２６】
（集合体と連結部を切り離す工程）
　次に、集合体２と連結部３とを切り離す工程を説明する。
　まず、図５で示すように、集合基板１を土台５に載置する。この時、集合基板１の連結
部３と、土台５の難溶性粒子６が形成された領域とが合致するように配置される。この場
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合の「合致」とは、完全に一致するだけでなく、予め設定された誤差範囲内に存在する場
合も含む。
【００２７】
　次に、集合基板１を土台５に真空吸着させ、集合基板１を複数の集合体２と連結部３と
に切り離すための切断が行われる。この時の切断は、マスクＭの切断工程と同様に切断箇
所に水等の切削剤やエアーをかけながら、ダイシング装置のブレードによって切断が行わ
れる。連結部３と土台５との間には吸着を抑制する難溶性粒子６が形成されているので、
連結部３は水等の切削剤やエアーをかけることで容易に土台５の上から取り除くことがで
きる。一方で、複数の発光装置１００からなる集合体２は、土台５に真空吸着されている
のでそのまま土台５の上に残る。
【００２８】
（個片化工程）
　次に、土台５に残った集合体２を切断して個片化する。
　以上に説明した製造方法により、個片化された発光装置１００を得ることができる。
【００２９】
　以上、実施形態について説明したが、これらの説明は特許請求の範囲に記載された構成
を何ら限定するものではない。
【符号の説明】
【００３０】
１００　発光装置
１０　　発光素子
１　　　集合基板
２　　　集合体
３　　　連結部
４　　　枠体
５　　　土台
６　　　難溶性粒子
７　　　リードフレーム
８　　　成形体
９　　　貫通孔
Ｄ　　　ダミーの集合基板
Ｍ　　　マスク
Ｘ　　　複数の発光装置が形成される領域
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